
令和５年度

組織改正・人事異動

令和５年５月１２日

福 井 県



組織改正・人事異動の５つのポイント

１ 成長する未来を拓くゼロカーボンふくいの推進
・「エネルギー環境部」および「エネルギー課」の新設

２ 防災先進県ふくいの確立
・災害対応の司令塔となる「危機管理監」の設置、「防災安全部」の新設

３ 新幹線新時代を次のステージへ
・「未来創造部」、「新幹線・交通まちづくり局」、「新幹線政策連携室」の新設

４ 女性活躍の推進
・女性活躍推進の司令塔となる「女性活躍課」を新設
・知事部局の女性管理職は過去最多の１０１人（割合は過去最高の２１.０％）

５ 若手職員のチャレンジ応援
・新たに３人の若手を課長相当職のディレクターに登用 2



○ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進

・ 安全環境部を再編して『エネルギー環境部』を新設し、ゼロカーボン

社会の実現に向けて、再エネ・省エネや環境対策、地域共生に関する

施策を一体的かつ強力に推進

○様々なエネルギーの利活用を拡大

・『エネルギー環境部』に、地域戦略部から『電源地域振興課』を移管す

るとともに、『環境政策課』の再エネ・省エネ業務を集約して『エネル

ギー課』に再編し、様々なエネルギーの導入・利活用や嶺南Ｅコースト

計画を着実に推進

１ 成長する未来を拓く、ゼロカーボンふくいの推進①
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１ 成長する未来を拓く、ゼロカーボンふくいの推進②

エネルギー環境部長 副部長

エネルギー課 企画調整Ｇ

新エネルギーＧ

電源地域振興Ｇ

嶺南Ｅコースト計画室

【エネルギー環境部の組織の一部】

政策推進Ｇ

循環社会推進課

環境政策課

自然環境課

4

環境計画推進Ｇ

環境管理審査Ｇ



○防災対策・危機管理を迅速化

・ 安全環境部の『危機対策監』を知事直轄の『危機管理監』とし、災害時

に各部を指揮監督する権限を付与することにより、有事対応を迅速化

・ 防災対策・危機管理に特化した体制強化を図るため、県民安全、危機

管理、消防、原子力安全を所管する『防災安全部』を新設

・『危機対策・防災課』を防災対策・危機管理の総合調整を行う『危機管

理課』と、消防行政を担う『消防保安課』に再編し、災害時の機動力を

向上させるとともに、市町消防との連携を強化

２ 防災先進県ふくいの確立①
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防災安全部長 副部長

原子力安全対策課

副部長（危機管理）

副部長（防災）

＊危機管理課長取扱

副部長（原子力安全対策）

政策推進Ｇ

＊土木部副部長（防災・特定事業）が兼務

副部長（県民安全） 県民安全課

課長（防災対策）

【防災安全部の組織】

危機管理課

消防保安課

２ 防災先進県ふくいの確立②

＊災害対応において各部を指揮監督

危機管理監

＊破線内は、危機管理監の所掌範囲 6



○政策の企画・連携機能を強化

・部局横断的な政策の企画連携機能を強化するため、『地域戦略部』を

『未来創造部』へ改組し、地域振興を担う『市町協働課』と『電源地域振

興課』を、それぞれ『総務部』と『エネルギー環境部』へ移管。あわせ

て、新幹線や女性活躍、ブランド戦略などの推進体制を強化

○開業後を見据えた交通まちづくりの推進

・新幹線の開業後を見据えた交通・まちづくり政策を一体的に推進するた

め、『未来創造部』に『新幹線・交通まちづくり局』を新設し、局内に

『新幹線政策連携室』を設置して、関係部局や市町の施策全体について

企画連携機能を強化

３ 新幹線新時代を次のステージへ①
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【未来創造部の組織の一部】

未来創造部長 副部長

新幹線・交通まちづくり局長

交通まちづくり課

地域鉄道課

新幹線建設推進課

新幹線政策連携室

副部長（新幹線建設推進）

３ 新幹線新時代を次のステージへ②
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４ 女性活躍の推進①

○女性活躍を徹底応援

・女性がイキイキと、社会で活躍できる環境づくりを一層推進するため、『県

民活躍課』を『女性活躍課』と『県民協働課』に再編し、県内企業等におけ

る女性の活躍やキャリアップを徹底応援

・働き方改革や子育て支援など、関連施策の連携を強化し、県内の女性活躍を

総合的に推進するため、部局横断の「ふくい女性活躍推進チーム」を設置

【未来創造部の組織の一部】

未来創造部長 副部長

女性活躍課

県民協働課
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○女性管理職 過去最多１０１人 （これまでの最多：令和４年度 ８９人）

・女性管理職割合は、過去最高の２１.０％（これまでの最高：令和４年度 １８ .９％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

女性の管理職職員数
（うち管理職昇任者数）

６２人
（１２人）

６９人
（１１人）

７８人
（１５人）

８９人
（１６人）

１０１人
（１５人）

管理職全体に占める割合 １４.７％ １５.９％ １７.４％ １８.９％ ２１.０％

○女性課長補佐・グループリーダー相当職の登用拡大
・女性課長補佐・グループリーダー相当職の人数は、過去最多の１８４人。

ポストに占める割合も、過去最高の３３.４％

（これまでの最高：令和３年度 ２５.８％）

４ 女性活躍の推進②
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○課長相当職である「ディレクター」に若手３名を抜擢

・新たに３０代後半から４０代前半の若手３名をディレクターに抜擢し、未来
創造部に「幸福実感ディレクター」と「ＳＤＧｓディレクター」、交流文化
部に「歴史魅力向上ディレクター」として配置

・ディレクターを各部直轄の職員とし、所属の枠を超えて活躍できる環境を整備

ディレクター名 業務内容

幸福実感
ディレクター

幸福度日本一のふくいブランドを戦略的に発信する司令塔として、幸福度
ランキングの指標分析に基づく新たな政策や産学官連携事業を企画立案

ＳＤＧｓ
ディレクター

ＳＤＧｓで県民×企業×行政の協働を作り出す司令塔として、若手や地域
おこし協力隊と共に、社会課題の解決につながるコラボ事業等を企画立案

歴史魅力向上
ディレクター

県内外の有識者とネットワークを築き、福井の歴史の魅力を向上させると
ともに、全国にその価値を発信し、メディアとのタイアップ事業等を創出

５ 若手職員のチャレンジ応援①
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○管理職、グループリーダーへの若手の積極登用

・本庁参事に、最年少となる４６歳の職員２人を登用（人事課、ＤＸ推進課）

・マラソンやＧＸなど、若手の力が活きる所属において、４０歳未満の企画
主査８人（３８歳：５人、３９歳：３人）を本庁グループリーダーとして配置
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○職員の自主性と意欲を高める人事

・管理職も含め、チャレンジ制度（庁内公募）に応募した職員の６６.７％を、

希望する主要ポストやプロジェクト担当に配置

（女性活躍課、県民協働課、新幹線開業課、経営改革課、国際経済課 等）

・異動希望を可能な限り考慮し、３３.２％の職員を希望所属に配置

（令和４年度：３２.８％、対象は管理職以外の一般事務）

５ 若手職員のチャレンジ応援②



○フリーアドレスの拡大

・令和５年度までに６部２８所属（３７％）で導入

＜令和５年度の導入予定（４部１７所属）＞

総務部財政課（本庁６階）、産業労働部（本庁４階）

エネルギー環境部（本庁１０階）、土木部（本庁９階）

⇒ 当面、令和７年度までに本庁の７５％まで拡大

福井県庁働き方改革“Life Style Shift”

○徹底したペーパーレス

・令和４年度下半期において、本庁所属の紙の使用

量を５０.２％削減（平成３０年度同期比）

⇒ 令和５年度の目標：全所属で５０％以上削減

フリーアドレスを導入した交流文化部

ペーパーレス会議の開催 13



○多様な働き方を選択できる職場づくり

・男性職員の育児休業取得率は７０.３％と過去最高
⇒ 令和５年度の目標：１００％

・毎月３０％以上の職員がテレワークを行うなど、柔軟な働き方が定着。
フレックスタイム制の本格導入や、快適な服装で勤務する「福井県庁
スマートスタイル」開始など、働きやすい職場づくりを一層推進

福井県庁働き方改革“Life Style Shift”

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

育児休業の取得率
４.９%

（5/103人）
３３.３%
(41/123人)

５２.０%
(53/102人)

７０.３%
(64/91人)

取得者のうち育児休業が
１か月以上の割合

０.０%
(0/103人)

３４.１%
(14/41人)

３０.１%
(16/53人)

５０.０%
(32/64人)

育児に伴う１か月以上の
休暇・休業

―
２８.４%
(35/123人)

９３.１%
(95/102人)

９３.４%
(85/91人)
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その他の組織改正
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○ふくいブランドの戦略的な推進

・本県の幸福度や県全体のブランドを戦略的に高める政策を企画・実行する

ため、未来戦略課に『ブランド戦略室』を設置（室長ほか２名を配置）

※ブランド戦略の移管に伴い、『ブランド課』を『魅力創造課』に改称

・新たに未来創造部に配置する『幸福実感ディレクター』や、『ＳＤＧｓ

ディレクター』と連携し、ウェルビーイング施策など、本県の幸福度向上

に向けた新規事業や、ふくいブランドの新たな戦略を策定、総括

◇ 新たな政策の推進体制（未来創造部）

未来創造部長 副部長

未来戦略課

ブランド戦略室

【未来創造部の組織の一部】
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○全庁的なＤＸの推進体制を強化

・デジタル技術の幅広い社会実装やアナログ規制の見直し、生成ＡＩをはじめ

とする最新技術の有効利用策の検討など、より一層ＤＸを加速させるため、

各部にＤＸ推進の企画調整担当を配置し、全庁的な推進体制を強化

・都市部におけるデジタル人材の開拓やＩＴ企業等との連携創出の強化に加え、

リモートワークを基本とする場所にとらわれない新しい働き方を実践するため、

『ＤＸ推進監』が、福井と東京の両地域を拠点として、県のＤＸ施策を牽引

◇ 新たな政策の推進体制（未来創造部）
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◇ 新たな政策の推進体制（産業労働部）

○ふくいＮＥＷ経済ビジョンの推進

・ 新たな産業政策の方向性を示す「ふくいＮＥＷ経済ビジョン」の４つの重点

戦略に応じて産業労働部の体制を見直すとともに、部内の本庁所属をフリー

アドレス化し、分野横断的な政策課題に柔軟に対応

【戦略Ⅰ】人に投資し人を大切にする経済・社会の推進

・ 賃上げやリスキリング、副業人材の活用など、県内企業の「人への投資」を
促進するため、『労働政策課』に『産業人材室』を新設

人に着目した施策を推進する観点から、『雇用対策グループ』と『労働環境グループ』を、
『就業支援グループ』と『働き方改革グループ』に改組
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【戦略Ⅱ】成長に向けた経営改革の推進
・ 新事業展開やＤＸ活用など、ビジネスモデルの変革等を通じた企業成長の促進

に向けて、『創業・経営課』を『経営改革課』に改称
（併せて『創業・ＩＴグループ』を『創業・ベンチャー支援グループ』と『産業ＤＸグループ』に改組）

【戦略Ⅲ】付加価値づくりの強化

・ 伝統工芸を含む県産品の販売力向上や、観光産業との連携強化による新たな
販路開拓を進めるため、『産業政策課』を『商業・市場開拓課』に改組し、
『産業技術課』から『伝統工芸室』を移管

【戦略Ⅳ】交流・地方分散による経済循環の拡大
・ 新幹線開業効果を最大限に活用し、県外からの企業誘致に加え、成長産業への

県内投資を積極的に呼び込むため、『企業誘致課』を『成長産業立地課』に改称

◇ 新たな政策の推進体制（産業労働部）
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【産業労働部の組織の一部】

産業労働部長

国際経済課

公営企業課

副部長

経営改革課

成長産業立地課

政策推進G

伝統工芸室

商業・市場開拓課

労働政策課

産業人材室

新技術支援室

産業技術課

◇ 新たな政策の推進体制（産業労働部）
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○福祉と医療・健康政策の連携強化

・ 医師の知見を活かし、次世代包括ケアシステムの全県展開など、安心して

暮らせる「医療と福祉の融合」を推進するため、医師の部長級ポストである

『理事（医療・福祉）』を設置

（感染症対策監を兼務し、新型コロナ対策の総括や新たな感染症発生時の指揮命令等も所管）

・ 健康・医療・感染症対策等の政策連携を強化し、一体的に推進するため、

『健康政策課』、『地域医療課』、『保健予防課』、『医薬食品・衛生課』

を所管する『健康医療局』を新設

◇ 新たな政策の推進体制（健康福祉部）
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【健康福祉部の組織】

健康福祉部長

健康政策課健康医療局長

〔健康医療局〕

地域医療課

保健予防課

副部長

理事（医療・福祉）

医薬食品・衛生課

障がい福祉課

こども未来課

児童家庭課

地域福祉課

長寿福祉課

◇ 新たな政策の推進体制（健康福祉部）
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◇ 今後の感染症対策への対応（健康福祉部）

○新型コロナを含む感染症全般に対応できる体制づくり

・『新型コロナウイルス感染拡大防止対策チーム』の業務と必要人員を、

『保健予防課』に継承し、５類移行後も万全の体制を継続
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【健康福祉部の組織の一部】

健康福祉部長

健康医療局長

〔健康医療局〕

保健予防課 がん対策Ｇ

疾病対策Ｇ

感染症対策Ｇ

医療確保・ワクチンＧ

副部長

理事（医療・福祉）

※コロナチームの業務は、感染症対策Ｇと医療確保・ワクチンＧに移行

◇ 今後の感染症対策への対応（健康福祉部）
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○鳥獣害対策の強化

・ 全県的に鳥獣害が拡大する中、現場の指導体制や専門人材の育成を強化する

ため、『中山間農業・畜産課』の鳥獣害対策グループを『鳥獣害対策室』に

改組し、嶺北と嶺南の結節点である丹南農林総合事務所に設置

【農林水産部の組織の一部】

中山間農業・畜産課 伝統農業・中山間Ｇ

農林水産部長 副部長

６次産業化Ｇ

鳥獣害対策室

畜産振興Ｇ

農地管理Ｇ

◇ 新たな政策の推進体制（農林水産部）
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○水産試験場の本部を小浜市に移転

・『水産試験場（敦賀市）』の本部を、小浜市の水産学術産業拠点「かつみ水産

ベース」に移転し、研究機能を強化するとともに、敦賀市の施設を資源管理

に特化した『海洋資源研究センター』に改組

【水産試験場の組織】

企画・先端研究部

水産試験場長 管理課

栽培漁業センター

海洋資源研究センター

内水面総合センター

（小浜市）※敦賀市から移転

（ 〃 ）

（ 〃 ）

（敦賀市）

（福井市）

（小浜市）※敦賀市から移転

※破線内は本部機能

◇ 新たな政策の推進体制（農林水産部）
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○農林水産業を守る防災体制を強化

・農林水産部の防災責任者として『副部長（農村振興・防災）』を新設し、大規模
災害発生時における農林水産業の災害対応を強化

・農村振興課の課内室である農地保全活用室を『農地保全整備課』に格上げし、

災害時における初動対応や農地・農業用施設の復旧をスピードアップ

◇ 新たな政策の推進体制（農林水産部）

27

【農林水産部の組織の一部】

副部長（農村振興・防災） 農村振興課

農林水産部長 副部長

農地保全整備課
※農村振興課長の事務取扱



○福井空港の利活用促進に向けた体制強化

・福井空港の機能を強化し、市町と連携して生活・医療・防災・産業・観光など
様々な分野での利活用を進めるため、『港湾空港課』に『空港利活用室』を新設
し、課長級の「空港利活用室長」を配置

・ 新たな取組方針に基づき、観光・ビジネス利用の促進や新空港ビルの構想づくり
を強力に実行するため、「福井空港機能強化等タスクフォース」の体制を強化
（【Ｒ４】９所属２２名（管理職７名）⇒【Ｒ５】１４所属３７名（管理職２１名））

【土木部の組織の一部】

港湾空港課 管理Ｇ

土木部長 副部長

空港利活用室

整備・振興Ｇ

◇ 新たな政策の推進体制（土木部）
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◇ 人事異動の概要

○異動規模（令和５年４月異動分を含む）

・異動者総数は、９７９ 人（過去１０年間で２番目。最多は令和元年度の１,１１１人）

・異動者割合は、３４.１％（過去１０年間で４番目。最多は令和元年度の４０.８％）

○幹部人事

・組織改正に伴う新設ポストに、意欲と能力を備えた昇任者を抜擢

防災安全部長（５６歳、部長級）
エネルギー環境部長（５６歳、部長級）
新幹線・交通まちづくり局長（５４歳、部長級）
女性活躍課長（５１歳、課長級）
新幹線政策連携室長（５０歳、課長級）
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○市町の要請に応じ、市町において確保が困難な技術職員の派遣を５名増員
（計２１名：土木１５、農業土木４、建築１、林学１）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

幹部 ７人 ７人 ７人 ７人 ８人

中堅 ―

４人 ８人 ９人 １３人

敦賀市、南越前町、

おおい町、高浜町

敦賀市、南越前町、

おおい町、高浜町、

坂井市、永平寺町、
池田町、美浜町

坂井市、永平寺町、

池田町、美浜町、

小浜市、大野市、
勝山市、あわら市、

越前町

小浜市、大野市、

勝山市、あわら市、

越前町、坂井市、
池田町、敦賀市、

越前市、南越前町、

高浜町、おおい町

計 ７人 １１人 １５人 １６人 ２１人

◇ 市町への技術職員派遣
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各部局の機構図（R5.5.22～）

本庁の課数（教育庁含む） Ｒ４年度：７３課 → Ｒ５年度：７６課

首
都
圏
統
括
監
、
危
機
管
理
監

参考

（Ｒ４年度：８部 → Ｒ５年度：９部）

交流文化部長

エネルギ―環境部長

健康福祉部長

産業労働部長

農林水産部長

総務部長

未来創造部長

土木部長

首都圏統括監

危機管理監 防災安全部長

副知事

知 事

※東京事務所長を兼務

※首都圏統括監は、首都圏政策に関して各部を所掌
※危機管理監は、防災・危機管理に関して各部を所掌
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総務部長 知事公室長

情報公開・法制課

秘 書 課

財 政 課

税 務 課

納税推進室

人 事 課

財産活用課

大学私学課

市町協働課

広報広聴課

政策推進Ｇ副部長

総

務

部

（Ｒ４年度：８課 → Ｒ５年度：９課）

未来創造部長

交通まちづくり課

女性活躍課

県民協働課

新幹線建設推進課

地域鉄道課

統計調査課

ＤＸ推進課ＤＸ推進監
未
来
創
造
部

（Ｒ４年度：９課 → Ｒ５年度：８課）

新幹線・交通
まちづくり局長

副部長
(新幹線建設推進)

新幹線政策連携室

ブランド戦略室

未来戦略課

副部長

※破線内は新幹線・交通まちづくり
局長の所掌範囲

※破線内はＤＸ推進監の所掌範囲

※副部長を兼務

※知事公室長が兼務
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防災安全部長 副部長 政策推進Ｇ

消防保安課

原子力安全対策課

県民安全課

危機管理課副部長(危機管理)

防
災
安
全
部

（Ｒ４年度：０課 → Ｒ５年度：４課）

交流文化部長

定住交流課

観光誘客課

文化課

スポーツ課

ふくい桜マラソン課

魅力創造課

課長(ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ)

交
流
文
化
部

（Ｒ４年度：７課 → Ｒ５年度：７課）

文化・スポーツ局長

副部長
(観光地域づくり)

政策推進Ｇ

課長(競技力向上)

副部長(魅力創造)

若狭湾ｻｲｸﾘﾝｸﾞ
ﾙｰﾄ推進室

国際観光室

副部長
(原子力安全対策)

副部長(県民安全)

危機管理監

※魅力創造課長取扱

※危機管理課長取扱

※教育庁課長(学校体育)併任

※破線内は文化・スポーツ局長の所掌範囲

※破線内は危機管理監の所掌範囲

新幹線開業課

副部長

課長(防災対策)

※土木部副部長（防災・特定事業）兼務

副部長(防災)

恐竜戦略室

※国際観光室長を兼務
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エネルギー環境部長 副部長 政策推進Ｇ

循環社会推進課

自然環境課

環境政策課

エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
部

（Ｒ４年度：０課 → Ｒ５年度：４課）

健康福祉部長

長寿福祉課

障がい福祉課

健康政策課

医薬食品・衛生課

健
康
福
祉
部

（Ｒ４年度：９課 → Ｒ５年度：９課）

健康医療局長

政策推進Ｇ

副部長
(循環社会推進)

理事(医療・福祉)

地域福祉課

人権室

こども未来課

児童家庭課

副部長
(感染拡大防止)

県立病院経営室

地域医療課

保健予防課

副部長

※循環社会推進課長取扱

※破線内は健康医療局長の所掌範囲

嶺南Ｅコースト
計画室

エネルギー課

34



産業労働部長

成長産業立地課

国際経済課

産
業
労
働
部

（Ｒ４年度：７課 → Ｒ５年度：７課）

政策推進Ｇ

経営改革課

産業人材室

副部長(工業技術)

伝統工芸室

公営企業課

副部長

労働政策課

商業・市場開拓課

新技術支援室

産業技術課

副部長(経営改革)

副部長(労働政策)

※経営改革課長取扱

※労働政策課長取扱

※工業技術センター所長兼務

※公営企業課長取扱

副部長(公営企業)
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農林水産部長

福井米戦略課

農地保全整備課

農
林
水
産
部

（Ｒ４年度：８課 → Ｒ５年度：９課）

政策推進Ｇ

水産課

副部長

流通販売課

農村振興課

園芸カレッジ室

園芸振興課

副部長(技術)

副部長
(農村振興・防災)

鳥獣害対策室

中山間農業・畜産課

副部長(水産)

ふくいの木利用室

県産材活用課

全国育樹祭室

森づくり課

※農村振興課長取扱

※水産試験場長兼務
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土木部長

道路建設課

砂防防災課

土

木

部

（Ｒ４年度：１０課 → Ｒ５年度：１０課）

政策推進Ｇ

都市計画課

副部長

河 川 課

建設産業・人材支援室

高規格道路課

副部長(技術)

道路保全課

空港利活用室

港湾空港課

公共建築課

副部長(防災・特定事業)

土木管理課

建築住宅課副部長(建築)

※建築住宅課長取扱

※防災安全部副部長（防災）兼務

理事(土木技術)

※副部長（技術）取扱
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会計管理者 会 計 局 審査指導課

工事検査課

会 計 課

会

計

局

（Ｒ４年度：３課 → Ｒ５年度：３課）

奥越会計室

丹南会計室

福井会計室

坂井会計室

二州会計室

若狭会計室

学校教育監 副部長

義務教育課

生涯学習・文化財課

教職員課

副部長(高校教育)

（Ｒ４年度：６課 → Ｒ５年度：６課）

教

育

庁

教 育 長

教育政策課副部長(教育政策)

特別支援教育室

高校教育課

保健体育課

課長（学校体育）

※会計局長取扱

※各合同庁舎に設置

※高校教育課長取扱

※教育政策課長取扱

※交流文化部課長(競技力向上)併任
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